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○ 12月の全産業活動指数は前月比▲0.3％ 

2016年12月の全産業活動指数は前月比▲0.3％と、ほぼコンセンサス（同▲0.2％、レンジ：同▲0.3％～

0.0％）通りの結果となった。全産業活動指数は、７ヶ月ぶりの前月比マイナスとなったものの、鉱工業生

産指数が上昇基調で推移していることを背景に、均してみれば16年後半以降緩やかな持ち直しの動きが続い

ている。 

内訳をみると、プラスに寄与したのは、鉱工業生産指数（前月比寄与度＋0.14％ポイント）だった。一方

で、マイナスに寄与したのは、第３次産業活動指数（同▲0.28％ポイント）、建設業活動指数（同▲0.09％

ポイント）であった。 

輸送機械工業が好調だったことなどを背景に、鉱工業生産指数は２ヶ月連続で前月比プラスとなり、全産

業活動指数の押し上げに寄与した。一方で、第３次産業活動指数は、ウェイトの大きい卸売業などが低下し

たことを背景に３ヶ月ぶりに前月比マイナスとなった。また、建設業活動指数については、公共、民間部門

ともに低下したことから、３ヶ月連続の前月比マイナスとなり、全産業活動指数を押し下げた。 

  

○ 第３次産業活動指数は前月比▲0.4％ 

12月の第３次産業活動指数は前月比▲0.4％となった。第３次産業活動指数は、家計の節約志向が依然と

（単位：％）

全産業活動指数

前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比
15 5 -0.7 -0.3 -0.3 0.7 -2.2 -4.5 -0.2 1.1

6 0.5 2.3 0.2 2.4 1.7 2.1 0.2 1.7
7 0.0 1.5 0.1 1.9 -0.9 -0.6 0.7 4.2
8 0.0 1.5 0.2 2.0 -0.7 -0.9 0.0 3.1
9 -0.3 0.5 -0.4 0.8 0.3 -1.2 -1.0 1.6

10 0.7 1.0 0.6 1.6 1.2 -1.6 1.3 2.7
11 -0.8 1.3 -0.6 1.4 -1.1 1.4 -2.9 -0.4
12 -0.6 -0.6 -0.4 0.0 -1.2 -2.1 -0.7 -1.5

16 1 1.2 -0.6 0.7 0.2 2.5 -4.2 2.7 1.2

2 -0.9 1.6 0.2 2.5 -5.2 -1.2 -0.2 1.3
3 0.4 0.3 -0.2 0.4 3.8 0.2 -1.6 -1.0
4 0.9 -0.2 0.8 0.7 0.5 -3.3 2.0 0.3
5 -1.3 0.3 -1.1 0.4 -2.6 -0.4 1.7 2.1
6 1.0 0.1 0.7 0.5 2.3 -1.5 0.1 2.1
7 0.2 -0.7 0.3 0.1 -0.4 -4.2 1.3 2.8
8 0.2 1.7 0.0 1.0 1.3 4.5 -1.1 1.8
9 0.0 1.2 -0.3 0.9 0.6 1.5 1.6 4.3

10 0.0 -0.4 0.0 -0.3 0.0 -1.4 -0.5 2.5
11 0.4 2.2 0.3 1.5 1.5 4.6 -2.8 2.3
12 -0.3 1.2 -0.4 0.6 0.7 3.2 -1.5 1.5

（出所）経済産業省「全産業活動指数」

第３次活動指数 鉱工業生産指数 建設業活動指数
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して根強い中で、家計関連が力強さを欠いた動きを続けており、均してみれば2016年後半以降横ばい圏での

動きが続いている。 

12月にプラス寄与となったのは、生活娯楽関連サービス（前月比＋2.8％、前月比寄与度＋0.3％ポイン

ト）、事業者向け関連サービス（同＋0.9％、同寄与度＋0.06％ポイント）など３業種であった。一方で、

マイナスに寄与したのは、卸売業（前月比▲2.2％、前月比寄与度▲0.31％ポイント）、情報通信業（同▲

1.8％、同寄与度▲0.2％ポイント）、小売業（同▲1.4％、同寄与度▲0.14％ポイント）など７業種であっ

た。 

11月に不調だったスポーツ施設提供業が水準を戻したことから生活娯楽関連サービスは前月比プラスとな

った。一方で、11月に発売されたゲームソフトの売上が好調だったことによる押し上げ効果が剥落したこと

から情報通信業は前月から低下となった。また、各種商品卸売業や農畜産物・水産卸売業、鉱物・金属材料

卸売業といった原材料取引が低調だった卸売業や織物・衣服・身の回り品小売業が不調だった小売業といっ

たウェイトの大きい業種が前月比マイナスとなり、12月分の第３次産業活動指数を押し下げた。 

  

○ 先行きも生産の回復などを背景に上昇基調で推移する見込み 

全産業活動指数は、先行きについても上昇基調を維持するであろう。 

 建設業活動指数については、昨年 10 月に成立した第二次補正予算による公共投資の効果が年明けから顕

在化していくことを背景に、緩やかに上昇していくとみられる。鉱工業生産指数は、海外経済の回復に加え

て、予測指数が先行きも増産を見込んでいることを踏まえると、回復基調を維持するだろう。第３次産業活

動指数は、家計の生活防衛色が強い中で、小売業や生活娯楽関連サービスが横ばい圏の動きを続けるとみら

れる一方で、生産・輸出の回復を要因に企業部門が持ち直していくことで、緩やかに上昇していくだろう。

総じてみれば、全産業活動指数は、鉱工業生産指数を牽引役として先行き上昇基調を維持することが予想さ

れる。 
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（出所）経済産業省「全産業活動指数」
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（出所）経済産業省「第３次産業活動指数」
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